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教員採用試験合否の規定要因
── 小学校・中学校・高校の全体分析と校種別分析 ──

抄録

　本稿の目的は、小中高の教員採用試験合否の規定要因を、日本全国の 25 ～ 59 歳を対象
とした Web 調査の計量分析から明らかにすることである。分析に使用するデータは、筆
者が 2021 年に NTT コムに委託して実施した Web 調査「教員採用試験受験者の意識・経
験に関する調査」である。
　分析の結果、受験校種については、小学校で合格しやすく、高校で合格しづらいことが
明らかになった。性別と世代については、女性および現在の 40 代（1972 ～ 1981 年頃の生
まれ）で合格しづらかったことが明らかになった。出身大学の入試ランクと出身学部につ
いては、国公立大卒・難関私立大卒、教育学部卒・理系学部卒で合格しやすいことが明ら
かになった。ただし、小学校では難関私立大卒と教育学部卒・理系学部卒が明確には影響
していなかった。大学時代の行動・意識については、大学の授業に熱心だったことは教育
学部卒を除いて合格にほとんど関係せず、塾講師・家庭教師を経験しており、目上の人に
従順だった者が合格しやすいことが明らかになった。ただし、高校では目上の人に従順で
あることは関係しない一方、時事問題に関心を持っていた者が合格しづらいという傾向が
見られた。目上に従順である者が合格しやすい傾向は、近年の世代になるほど明確になっ
ていた。また、小学校では同世代の友人と活発に交遊していた者が合格しやすかった。
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1．問題設定

　本稿の目的は、小中高の教員採用試験合否の規定要因を、日本全国の 25 ～ 59 歳を対象
とした Web 調査の計量分析から明らかにすることである。
　都道府県（または政令指定都市）が実施する公立学校教員採用選考試験（以下、教採）の
状況は、社会全体として見れば教師の質を左右するものとして、受験者個人からすれば
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自身の職業キャリアを決定するものとして、大きく注目されている。布村（2013）が整理
するように、1980 年代以降の教採では、文部省の通知などによって、筆記試験以外の比重
を高める「選考の多様化」がなされた。また、1990 年代後半以降、情報公開の流れから試
験問題が公表されるようになり、対策講座の広がりによる「選考の形骸化」も指摘されて
いる。そのような中にあって、どのような受験者が合格し、どのような受験者が不合格に
なっているのかを明らかにすることは、教師の質保証が制度的にどのようになされているの
かをモニタリングする上でも、受験者が自身の合格可能性を予見する上でも重要である。
　もちろん、教採合否の規定要因を計量的に分析する研究は、これまでにも少なからずな
されてきた。たとえば、大久保ほか（2012）、駿河ほか（2010）、溝部ほか（2015）などであ
る。しかし、これらの研究には少なくとも三つの課題が残されていた。第一に、特定の大
学の卒業者を対象とした研究であるため、知見の一般化が困難であった。つまり、得られ
た知見がその大学に入学してくる学生の特徴やその大学のカリキュラムの影響を受けたも
のである可能性があり、一般的にどのような者が教採に合格するのかは明らかでなかった。
　第二に、特定の卒業年度の世代のみを対象とした研究であるため、やはり知見の一般化
が困難であった。後に示すように、教採の合格倍率は年度によって大きく変動するため、
特定の世代のみを対象とした場合はその世代の特殊性が反映され、教師集団が全体として
どのように選抜されているのかは知ることができない。
　第三に、教採の受験校種（小学校・中学校・高校）による違いが十分に分析されてこな
かった。金井（2018）が示したように、校種によって教師に求められる資質・能力が異な
ることを考えれば、小中高を合わせた分析を行うとともに、三者の比較を行うことで、教
採の実態がより立体的に明らかになると考えられる。
　以上の先行研究の課題をふまえ、本稿では日本全国の 25 ～ 59 歳を対象とした調査デー
タの計量分析から、教採合否の規定要因を分析するとともに、受験校種（小学校・中学
校・高校）による違いも明らかにする。なお、幼稚園や特別支援学校の教採に関する調
査・分析は今後の課題としたい。
　教採の合否を決める要因は多種多様に考えられるが、本稿で注目するのは大きく分けて
四つである。第一は、すでに述べたように、受験校種である。近年、小学校における合格
倍率の低さが教師の質保証を困難にするとして特に問題視されているように、校種によっ
て競争率が異なることはよく知られている。
　第二は、本人の性別と世代である。近年、女性教師の割合が増加しつつあるものの、中
学校や高校ではいまだに男性教師が多数派である傾向が続いている（文部科学省「学校基
本調査」によれば 2020 年度の時点で中学校 56.3%、高校 67.5%）。そのような男性中心の
教員文化において、女性が採用されづらい現状があるのかどうかを検証する。そして世代
については、図 1 が示すように、時代によって教採の合格倍率は大きく変動している。し
たがって、現在の 40 代（1972 ～ 1981 年頃の生まれ）は大学卒業時に競争率が高く、合格
しづらかったことが推測される（1）。
　第三は、出身大学の入試ランクと出身学部である。教師にはその職務内容からして学力
が求められ、また、入試ランクが本人の学力を一定程度反映するものである以上、入試ラ
ンクと教採合否には関連があることが推測される。出身学部については、教育について専
門的に学ぶ教育学部や、教師の人材不足が特に言われている理系学部の出身者が教採に合
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格しやすいのかどうかを検証する。豊永（2018）など、学歴・専攻分野と就職の関連につ
いての研究はこれまで多くなされてきたが、教員採用に特化した同様の研究はなされてお
らず、本稿の分析は学歴・専攻分野研究にも知見を提供するものである。
　第四は、本人の大学時代の行動・意識である。大学生のときに教採対策を熱心に行った
者が合格しやすいことは論を待たない。しかし、それ以外にも大学での学業への取り組
み、時事問題への関心、友人との交遊、塾講師などの経験、あるいは目上の人に納得でき
なくても従うような心性がどれほど教採合否に関連しているのか（あるいはしていないの
か）。教採対策の熱心さに限定せず、学生の性格や経験を幅広く検討することも本稿の新
奇性の一つである。

2．使用データと全体の構成

　本稿で分析に使用するデータは、筆者が 2021 年に NTT コムに委託して実施した Web
調査「教員採用試験受験者の意識・経験に関する調査」である。調査対象は日本全国の 25
～ 59 歳の大卒（四年制大学または六年制大学卒）かつ小中高いずれかの校種の教採を受け
たことがある人々であり、有効回答者数は 1000 名である。調査会社のモニターを対象と
した調査であるためにサンプルの偏りは避けられないが、特定の大学を特定の年度に卒業
した者のみを対象とした先行調査と比べ、日本全国の幅広い世代を対象としている点で、
意義のあるデータと考えられる。なお、サンプルサイズが十分には大きくないため、統計
的検定の有意確率は 10% 水準まで許容して解釈を行うものとする。
　以下、第 3 節では、主要な変数の度数分布と記述統計量を確認する。そして第 4 節で、
教採合格を従属変数とするロジスティック回帰分析を行う。ロジスティック回帰分析は、
小中高の受験者をすべて合わせどれか一つの校種にでも合格していれば「合格」と見なす
全体サンプルでの分析と、校種ごとの受験者を対象としてその校種への合格を従属変数と
する分析の両方を行う。第 5 節では、得られた知見のまとめと結論を述べる。

図 1　教採の合格倍率の推移（文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況」より）
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3．度数分布と記述統計量

　まず、本データにおける教採の受験者数・合格者数を示したものが表 1 である。なお、
一部の都道府県では、中高共通枠での採用なども行われているため、質問にあたっては

「小学校・中学校共通枠や中学校・高校共通枠で受験した場合は、第一志望にしていた校
種を受験したと見なしてください」と付記した。したがって、受験パターンが「中学校 &
高校」となっているのは、中高共通枠で受験したという意味ではなく、初年度に高校で受
験し、不合格だったために次年度に中学校で受験した、などを意味する。

　文部科学省が教採の実施状況として毎年公表しているのはあくまでその年度の受験者数
と合格者数であるため、複数回受験者が多くいる教採において、重複を除いた実質的な受
験者数と合格者数は不明である。したがって、本調査のサンプルが母集団（日本全国の教
採受験者）とどれほど乖離しているかを知ることはできない。しかし、参考までに中学校
で考えた場合、図 1 で見たように、教採の合格倍率は過去 35 年間の平均で約 8 倍なので、
1 人あたり平均 4 回受験するとしたら、最終的な合格倍率は 2 倍ということになる。本
データにおける合格者割合 47.1% と概ね整合する。
　次に、次節のロジスティック回帰分析で用いる独立変数の記述統計量を表 2 に示す。な
お、出身大学の入試ランクについては、「あなたが卒業した大学は次のどれですか」という
質問文で「国立大学」「公立大学」「難関私立大学」「それ以外の私立大学」の選択肢を設け
た上で、「難関私立大学とは、早稲田大学・慶應義塾大学・上智大学・明治大学・青山学
院大学・立教大学・中央大学・法政大学・関西大学・関西学院大学・同志社大学・立命館
大学や、それらと同じくらいの入試難易度の私立大学を指すものとします」と付記した。
大学時代の行動は「あなたは大学生のとき、次のことがどれくらいあてはまりましたか」、
大学時代の意識は「あなたは大学生のとき、次のことについてどう思っていましたか」と
いう質問文の 4 件法で尋ね、「とてもあてはまる」「まああてはまる」／「とても思ってい
た」「まあ思っていた」と回答した者を、該当者とした。大学時代の行動・意識を回顧で
尋ねているため、記憶の錯誤が含まれることは本データの限界であるが、それでも教採合
否と何らかの関連が見いだされれば、そこには解釈の余地があると考えられる（2）。

表 1　教採の受験者数・合格者数
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4．分析結果

4.1．全体サンプルでの分析
　全体サンプルを対象に、教採合格を従属変数とするロジスティック回帰分析を行った結
果が表 3 である。モデル 1 は、第一の要因（受験校種）と第二の要因（性別と世代）のみを

表 2　使用する独立変数の記述統計量

表 3　教採合格の規定要因 （ロジスティック回帰分析）
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独立変数としたもの、モデル 2 は、第三の要因（出身大学の入試ランクと出身学部）を独
立変数に追加したもの、モデル 3 は、第四の要因（大学時代の行動・意識）を独立変数に
追加したものである。
　分析の結果、以下の知見が得られた。第一に、校種で小学校を受けると合格しやすく、
高校を受けると合格しづらい。なお、モデル 3 で小学校が統計的に有意でないのは、小学
校受験者で多い塾講師・家庭教師経験と教採対策熱心が統制されたためである（3）。
　第二に、女性および 40 代は合格しづらい。性別については、男性が多数派の中高の教
員文化に適応しづらい女性が一定数いるためと推測される（この傾向が中高のみで見られ
るものであることは、後の分析で明らかになる）。世代については、現在の 40 代が大学卒
業当時の 2000 年前後に教採の合格倍率が高かったためと考えられる。
　第三に、国公立大卒と難関私立大卒は非難関私立大卒よりも合格しやすく、教育学部卒
と理系学部卒は文系・その他学部卒よりも合格しやすい。教採にあたって大学受験時の学
力が重要であることが証明された。また、一般的な文系学部卒は相対的に需要が少ないこ
とがうかがえる（文系・その他学部卒の内訳は、文系 427 名、その他 76 名なので、文系・
その他学部卒ダミーの効果は概ね文系学部卒の効果を意味する）。
　第四に、大学時代における授業の熱心さは合格にほとんど関係せず、時事問題に関心を
持っていると合格しづらく、塾講師・家庭教師を経験し、教採対策を熱心に行い、目上の
人に従順だった者は合格しやすい。大学の学業を評価しない教員採用、政治的中立性を重
視した教員採用が行われている可能性が示唆される。教採の合格にあたっては大学の学業
に励むことよりも塾講師などのアルバイトをすることが重要となっている。教採対策を熱
心に行った者が合格しやすいことは当然の結果と言えるため、特段の解釈の余地はない
が、ここで注目されるのは、それらの影響を統制した上でも目上の人に従順だった者が合
格しやすいことである。採用側が意識的にせよ無意識的にせよ、従順な性格の教師を求め
ていると捉えられる。
　次に、大学時代の行動・意識が教採合否に与える影響が出身学部や世代によって異なる
可能性を考慮し、独立変数間の交互作用を検証した分析結果が表 4 である。なお、サンプ
ルサイズの制約から、すべての交互作用項を同時に分析に投入すると正確な推計を行うこ
とができない。そこで、それぞれの交互作用項を個別に検証した後、統計的に有意となっ
た交互作用項のみを抽出して分析に投入した結果を示す。
　まず、大学の授業熱心ダミーの主効果（文系・その他学部卒にとっての効果）が統計的
に有意でなく、回帰係数もほぼゼロであることから、一般的な文系学部卒にとって、大学
の授業への熱心さは教採合否に関係しないことが確認された。しかし、教育学部卒×大学
の授業熱心ダミーの交互作用項が正に統計的に有意であるため、教育学部卒にとってのみ
は大学の授業への熱心さが教採合格につながることがわかる。つまり、教採において、教
育学部での学習は評価されるが、一般的な文系学部や理系学部での学習は評価されない。
日本の教員養成は、教育学部以外でも教員免許を取得できる開放制を採っており、町田

（2019）によれば、その理念は「教科の専門性を純粋学問として深め、教職課程科目以外で
も学問的研究力をつけられること」（p.15）であるが、教育学部以外での学びが教採でほ
とんど評価されない現状は、開放制の理念が形骸化しているとも捉えられる。
　また、塾講師・家庭教師経験ダミーの主効果（文系・その他学部卒にとっての効果）が
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正に統計的に有意であり、一般的な文系学部卒にとって塾講師などの経験は、教採合格に
資することがわかる。しかし、理系学部卒×塾講師・家庭教師経験ダミーの交互作用項は
負に統計的に有意であり、主効果を打ち消す回帰係数の大きさとなっている。このことか
ら、理系学部卒では塾講師・家庭教師を経験していても／していなくても、有利／不利に
ならないことがわかる。理系人材はもともと需要があるため塾講師などの経験がなくても
採用に至る一方で、相対的に需要が少ない文系学部卒では塾講師などを経験していること
が重要になるという解釈が可能である。
　そして最後に、目上の人に納得できなくても従うダミーの主効果（50 ～ 59 歳にとって
の効果）が統計的に有意でなく、回帰係数もほぼゼロであることから、50 代においては、
目上の人に従順であることは教採合否に関係しなかったことがわかる。しかし、25 ～ 39
歳×目上の人に納得できなくても従うダミーの交互作用項が正に統計的に有意であるた
め、現在の 20 代・30 代では目上の人に従順な者が教採に合格しやすくなっている。佐
藤・勝野（2013）が指摘するような、2000 年代以降の学校組織改革（管理主義化・官僚制
化）の影響が反映されている可能性がある。すなわち、自律性よりも組織の一員として管
理職の指示に従う教師が求められるようになったことが、背景にあると考えられる。

表 4　教採合格の規定要因（ロジスティック回帰分析）　交互作用の検証
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4.2．校種ごとの分析
　校種ごとの受験者を対象として、その校種への合格を従属変数とするロジスティック回
帰分析を行った結果が表 5 である。

　分析の結果、校種間の違いとして、主に以下の知見が得られた。第一に、小学校は難関
私立大卒、教育学部卒・理系学部卒が統計的に有意でなく、同世代友人と活発に交遊し
ていたことや目上の人に従順なことが正の効果である。学力や専門性よりも、社交性や従
順さが重視されていることがうかがえる。第二に、中学校は学歴全般と教育学部卒が正の
効果で、小学校ほどではないにせよ、目上の人に従順なことが正の効果である。学力が高
く、教育について詳しく、ある程度従順な者が合格する傾向がある。第三に、高校は学歴
全般と理系学部卒が正の効果で、時事問題への関心が負の効果、目上の人に従順なことは
統計的に有意でない。高校では高学力や理系人材が求められており、従順な性格である必
要はないが、時事問題に関心を持っていると敬遠される可能性が示唆される（4）。
　なお、校種別分析ではそれぞれのサンプルサイズが小さくなるため、交互作用の検証は
行っていない。また、教採合否を考えるとき、単なる合格ではなく、初年受験時に合格す
ることが重要であると考える立場も考慮し、教採初年合格を従属変数とするロジスティッ
ク回帰分析も行ったが、表 4 と得られる知見はほとんど変わらなかった（分析結果は省
略）。違いとして見られたのは、中学校で大学の授業に熱心だったことが若干正の効果で
あることであった。社交性重視の小学校と、教科の専門性重視の高校の狭間で、中学校に
おいては真面目さが重視され、そのシグナルとして大学時代の学業への取り組みが（新卒
限定で）評価されるのかもしれない。

表 5　校種ごとの教採合格の規定要因（ロジスティック回帰分析）
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5．まとめと結論

　以上、教採の合否に影響する要因を、受験校種、性別と世代、出身大学の入試ランクと
出身学部、大学時代の行動・意識の四つの観点から分析してきた。受験校種については、
小学校で合格しやすく、高校で合格しづらいことが明らかになった。性別と世代について
は、女性および現在の 40 代で合格しづらかったことが明らかになった。出身大学の入試
ランクと出身学部については、国公立大卒・難関私立大卒、教育学部卒・理系学部卒で合
格しやすいことが明らかになった。ただし、小学校では難関私立大卒と教育学部卒・理系
学部卒が明確には影響していなかった。大学時代の行動・意識については、大学の授業に
熱心だったことは教育学部卒を除いて合格にほとんど関係せず、塾講師・家庭教師を経験
しており、目上の人に従順だった者が合格しやすいことが明らかになった。ただし、高校
では目上の人に従順であることは関係しない一方、時事問題に関心を持っていた者が合格
しづらいという傾向が見られた。目上に従順である者が合格しやすい傾向は、近年の世代
になるほど明確になっていた。また、小学校では同世代の友人と活発に交遊していた者が
合格しやすかった。
　これらの知見をふまえたインプリケーションを四点述べる。第一に、教育学部以外での
大学の学業への取り組みがほとんど評価されない教員採用の在り方については議論の余地
があるだろう。濱口（2021）が指摘するように、日本型就職は全般的に大学の学業を重視
しない傾向がある。しかし、教員採用においては、各学問領域の専門性を持った教師を求
めるという開放制の理念との整合性が問われる。
　第二に、学力と専門性があまり考慮されず、目上に従順で同世代友人と活発に遊んでい
た者を優先的に採用する小学校の教員採用の在り方も賛否両論があるだろう。社交性と従
順さに傾斜した選抜の功罪を検討する必要がある。
　第三に、高校教員は合格しづらいため、高校教員を志望する者は相対的に需要がある理
系学部への進学を推奨できる。文系学部に進学する場合は、塾講師の経験を積むなどのプ
ラスアルファの取り組みが求められる。
　第四に、成人年齢の 18 歳への引き下げに伴って高校生に時事問題への関心を持たせよ
うという社会の流れの中で、時事問題に関心がある者が高校教員に不採用になるのは矛盾
しているという見方ができる。時事問題への関心がどのようなメカニズムで教採合否に関
係しているのか、今後検証が必要である。
　望ましい教員採用の在り方についてはさまざまな考え方があり、一意に正解が決まるも
のではない。現状を肯定するにせよ批判するにせよ、本稿で示された実態をふまえ、議論
が進展することが望まれる。今回の調査データは、日本全国の幅広い世代を対象とし、小
中高の教採を同じ枠組みで分析することができる新奇性のあるものである。しかし、特に
校種別に分析するとサンプルサイズが小さくなり、独立変数間の交互作用の検証を十分に
は行えなかった。今後、さらに大規模な調査を実施する必要がある。

＜注＞
（1）‌�教採の合格倍率が時代によって大きく変動している理由は、ベビーブーム（第一次は 1948 年前後、

第二次は 1973 年前後）による子供数の急増に対応して教師を大量に採用し、ベビーブーム世代が学
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齢期を終えた後に教師数が過剰になり新規採用を控える、といったことがくり返されてきたためで
ある。山崎（2015）が詳しく検討している。

（2）‌�具体的に使用した質問項目は、行動については「大学の授業に熱心に取り組んでいた」「教育以外の
時事問題に関心を持っていた」「同世代の友人と活発に遊んでいた」「塾講師や家庭教師のアルバイ
トを行っていた」「教員採用試験の対策を熱心に行っていた」、意識については「目上の人の言うこ
とには納得できなくても従うべきだ」である。

（3）‌�図 1 で見たように、中学校と高校で合格倍率はそれほど変わらないにもかかわらず、高校の受験者
のみが合格しづらいという結果になっている。これは、中学校教員免許保持者は隣接校種である小
学校または高校の教員免許も保持していることがあり、不合格だった場合により合格可能性のある
隣接校種の再受験があり得るが、高校教員免許保持者はしばしば高校の教員免許のみを所持してお
り、倍率が高い高校のみを受験し続ける傾向があるためと考えられる。その証左として、表 1 から
算出すると、中学校の受験者で中学校のみを受験した割合は 37.9% であるのに対して、高校の受験
者で高校のみを受験した割合は 58.7% である。

（4）‌�時事問題に関心を持っていた者の割合は、小学校で 67.0%、中学校で 68.2%、高校で 66.8% と校種
間でほとんど差がない（「とてもあてはまる」に限定しても 20.4%、17.4%、19.4%）。したがって、高
校の受験者が過剰に時事問題に関心を持っているために、ふるい分けを受けているとは考えづら
い。また、高校「公民」の教科で合格倍率が高いことが反映されていることもあり得るが、中学校

「社会」も同程度の倍率であり、中学校では時事問題に関心ダミーが統計的に有意ではない。以上の
ことから考えると、高校の教員採用において政治的中立性が小中学校以上に重視されていると推測
される。
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